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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期
第２四半期
累計期間

第62期
第２四半期
累計期間

第61期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 （千円） 5,950,667 7,313,684 17,529,099

経常利益又は経常損失（△） （千円） △337,524 174,975 923,005

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）
（千円） △351,057 350,479 980,411

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,184,975 1,184,975 1,184,975

発行済株式総数 （株） 6,422,000 6,422,000 6,422,000

純資産額 （千円） 9,367,346 10,539,411 10,717,530

総資産額 （千円） 14,841,177 16,737,570 17,859,280

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） △55.16 56.85 154.06

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 13.00

自己資本比率 （％） 63.1 63.0 60.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 218,511 3,212,213 △486,092

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △212,748 199,526 △293,477

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △13,884 △536,787 △15,038

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,475,828 5,564,293 2,689,341

 

回次
第61期
第２四半期
会計期間

第62期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年７月１日
至　平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 2.12 8.28
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（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため記載を省略しております。

３．第61期及び第62期第２四半期累計期間においては、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益は記載しておりません。

４．第61期第２四半期累計期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は記載しておりません。

５．第61期の１株当たり配当額には、設立60周年記念配当3円を含んでおります。

６．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、前第２四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前事業年度末の数値で比較を行っております。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済再生に向けた各種政策効果を背景に、雇用・所得

環境や企業収益の改善が見られ、緩やかな回復基調が続きました。一方、米中貿易摩擦による海外経済の不確実性

や金融資本市場の変動の影響などにより、依然としてわが国経済の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社の主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年新規参入した企業と

の価格競争が依然として続いております。そのような状況下、顧客ニーズにマッチした製品提案を行い、各地域の

協力会社とともに販路拡大を進めてまいりました。また、平成30年９月25日開催の取締役会において、ＧＰＳソー

ラー式信号機、ＬＥＤ標示機等の製造、販売を行う株式会社コンラックス松本の株式の取得と同社の子会社化を決

議し、平成30年10月１日に株式を取得いたしました。

　一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資は、成長分野への対応を背景に持ち直しの

動きが見られるものの、受注獲得のため、他社製品との差別化競争は激しさを増しております。そのため、顧客

ニーズに対応すべく開発した３次元基板外観検査装置や３次元はんだ印刷検査装置などの営業活動を推進してまい

りました。

　この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ11億21百万円減少し、167億37百万円となりまし

た。

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ9億43百万円減少し、61億98百万円となりまし

た。

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ1億78百万円減少し、105億39百万円となりま

した。

ｂ．経営成績

　当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高73億13百万円（前年同期比22.9％増）となりました。営業利益1

億53百万円（前年同期は3億62百万円の損失）、経常利益1億74百万円（前年同期は3億37百万円の損失）、四半

期純利益3億50百万円（前年同期は3億51百万円の損失）となりました。

　また、当第２四半期会計期間末日現在の受注残高は122億3百万円となりました。

　なお、当社の主要事業である情報装置事業の大半は、官公庁向けの道路交通に関わる情報装置関連製品であ

り、例年、売上高は第４四半期、特に期末に集中する傾向がありますので、第２四半期累計期間の収益は、相

対的に低水準となっております。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　情報装置事業

　受注獲得に向けた激しい競争はあったものの、高速道路会社向けのＬＥＤ式道路情報板の売上が堅調に推移

したことや、道路維持作業などに必要な自走式標識車の拡販に努めた結果、売上高は前年同期を上回りまし

た。一方、利益面につきましては、仕様変更により採算性が悪化した案件が発生したことなどにより前年同期

に比べ減少しました。

　この結果、売上高50億13百万円（前年同期比4.1％増）、営業損失1億80百万円（前年同期は98百万円の利

益）となりました。

 

EDINET提出書類

名古屋電機工業株式会社(E02055)

四半期報告書

 4/19



②　検査装置事業

　３次元基板外観検査装置などの検査装置は厳しい受注状況が続きましたが、前事業年度に受注したＩＣチップ

の搬送装置の販売が堅調に推移したことから、売上高、営業利益とも前年同期を上回りました。

　この結果、売上高23億円（前年同期比102.9％増）、営業利益5億96百万円（前年同期は2億7百万円の損失）と

なりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、28億74

百万円増加（前年同期は8百万円の減少）し、55億64百万円となりました。これは、財務活動によるキャッシュ・

フローが5億36百万円支出となったものの、営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローが34億11百万円収入

となったことによるものであります。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、32億12百万円(前年同期比1,370.0％増）となりました。これは主に、たな卸

資産の増加14億4百万円、仕入債務の減少12億22百万円の減少要因はあるものの、売上債権の減少53億45百万円の

増加要因によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により得られた資金は、1億99百万円（前年同期は2億12百万円の支出）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出67百万円、無形固定資産の取得による支出21百万円の減少要因はあるものの、有

形固定資産の売却による収入2億71百万円の増加要因によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は、5億36百万円（前年同期比3,766.1％増）となりました。これは主に、自己株

式の取得による支出4億53百万円、配当金の支払額82百万円の減少要因によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における全体の研究開発活動の金額は、3億46百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成30年９月25日開催の取締役会において、株式会社コンラックス松本の株式の取得と同社の子会社化を

決議し、平成30年10月１日に株式を取得いたしました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,422,000 6,422,000
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,422,000 6,422,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 6,422,000 － 1,184,975 － 1,105,345
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(5)【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

名古屋電機工業社員持株会 愛知県あま市篠田面徳29－１ 566,600 9.82

有限会社名電興産 名古屋市千種区丘上町１－38－１ 540,000 9.35

服部哲二 名古屋市西区 440,000 7.62

牧野弘和 千葉県習志野市 379,900 6.58

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 236,000 4.09

日本信号株式会社 東京都千代田区丸の内１－５－１ 220,000 3.81

福谷桂子 名古屋市千種区 218,700 3.79

第一実業株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 170,000 2.94

福谷曜 名古屋市千種区 118,300 2.05

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣＵ

ＲＩＴＩＥＳ

(常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５ ＣＡＢＯＴ　ＳＱＵＡＲＥ，ＣＡＮＡ

ＲＹ　ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ１４　

４ＱＡ，Ｕ．Ｋ．

（東京都千代田区大手町１－９－７）

106,200 1.84

計 － 2,995,700 51.91
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　651,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,769,600 57,696 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数          6,422,000 － －

総株主の議決権 － 57,696 －

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

名古屋電機工業株式会社 名古屋市中川区横堀町１－36 651,900 － 651,900 10.15

計 － 651,900 － 651,900 10.15

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成30年７月１日から平成30

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第61期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

第62期第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間　　　監査法人東海会計社

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,689,341 5,564,293

受取手形及び売掛金 ※ 8,606,382 ※ 3,238,534

商品及び製品 37,914 46,755

仕掛品 1,376,654 2,868,256

原材料及び貯蔵品 604,062 508,034

その他 88,293 95,707

貸倒引当金 △453 △209

流動資産合計 13,402,194 12,321,371

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,074,465 2,034,724

その他（純額） 856,961 833,788

有形固定資産合計 2,931,427 2,868,512

無形固定資産 76,549 84,627

投資その他の資産   

投資有価証券 1,103,960 1,100,506

その他 345,148 362,551

投資その他の資産合計 1,449,108 1,463,058

固定資産合計 4,457,085 4,416,198

資産合計 17,859,280 16,737,570

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 1,126,943 ※ 898,772

電子記録債務 ※ 2,819,800 ※ 2,797,100

未払法人税等 61,500 83,900

前受金 704,298 655,258

賞与引当金 309,540 294,337

役員賞与引当金 25,571 6,786

製品保証引当金 93,587 101,480

工事損失引当金 122,266 228,049

その他 1,845,298 1,097,527

流動負債合計 7,108,806 6,163,213

固定負債 32,944 34,946

負債合計 7,141,750 6,198,159

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,184,975 1,184,975

資本剰余金 1,105,345 1,105,345

利益剰余金 8,164,694 8,432,180

自己株式 △25,168 △473,740

株主資本合計 10,429,845 10,248,760

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 287,684 290,650

評価・換算差額等合計 287,684 290,650

純資産合計 10,717,530 10,539,411

負債純資産合計 17,859,280 16,737,570
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 ※１ 5,950,667 ※１ 7,313,684

売上原価 5,082,129 5,862,472

売上総利益 868,538 1,451,211

販売費及び一般管理費 ※２ 1,230,635 ※２ 1,297,582

営業利益又は営業損失（△） △362,096 153,628

営業外収益   

受取配当金 11,332 11,409

廃材処分収入 1,637 4,583

不動産賃貸料 13,531 14,456

その他 9,125 11,925

営業外収益合計 35,625 42,374

営業外費用   

支払保証料 7,127 6,880

減価償却費 2,804 2,473

売上割引 － 9,588

その他 1,122 2,086

営業外費用合計 11,053 21,028

経常利益又は経常損失（△） △337,524 174,975

特別利益   

固定資産売却益 9,540 231,378

投資有価証券売却益 6,858 8,755

特別利益合計 16,398 240,134

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △321,125 415,109

法人税、住民税及び事業税 6,414 59,909

法人税等調整額 23,517 4,720

法人税等合計 29,931 64,630

四半期純利益又は四半期純損失（△） △351,057 350,479
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △321,125 415,109

減価償却費 99,184 92,649

貸倒引当金の増減額（△は減少） △177 △244

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,067 △15,202

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,670 △18,785

製品保証引当金の増減額（△は減少） 40,434 7,892

工事損失引当金の増減額（△は減少） 81,969 105,782

受取利息及び受取配当金 △11,349 △11,603

投資有価証券売却損益（△は益） △6,858 △8,755

固定資産売却損益（△は益） △9,540 △231,378

固定資産除却損 198 173

売上債権の増減額（△は増加） 1,970,054 5,345,764

たな卸資産の増減額（△は増加） △803,138 △1,404,415

仕入債務の増減額（△は減少） △838,308 △1,222,378

未払消費税等の増減額（△は減少） 116,429 151,736

その他 △29,897 30,273

小計 250,137 3,236,619

利息及び配当金の受取額 11,349 11,603

法人税等の支払額 △42,974 △36,009

営業活動によるキャッシュ・フロー 218,511 3,212,213

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △170,826 △67,352

有形固定資産の売却による収入 32,219 271,719

無形固定資産の取得による支出 △2,875 △21,307

投資有価証券の取得による支出 △115,028 －

投資有価証券の売却による収入 18,425 16,362

その他 25,337 104

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,748 199,526

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △453,000

配当金の支払額 △12,781 △82,684

その他 △1,102 △1,102

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,884 △536,787

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,121 2,874,952

現金及び現金同等物の期首残高 3,483,949 2,689,341

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,475,828 ※ 5,564,293
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（研究開発活動における一部費用の損益区分の変更）

　当社の研究開発活動における一部費用につきましては、従来、製造原価として売上原価に計上しておりました

が、近年、他社との新製品開発競争において、高い技術革新を求められており、研究開発としての要素が強まり原

価性が乏しくなってまいりました。そこで、損益区分を適正に表示することを目的として、販売費及び一般管理費

として計上する方法に変更しております。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期については遡及適用後の四半期財務諸表となっております。

　この結果、遡及適用を行う前に比べて、前第２四半期累計期間の売上原価は243,556千円減少し、売上総利益、

販売費及び一般管理費は同額増加しております。なお、営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失への影響はあ

りません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会計

期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理

をしております。なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

及び電子記録債務が四半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形 40,777千円 107,098千円

支払手形 17,736 16,963

電子記録債務 166,616 162,734

 

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）及び

当第２四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

※１　当社の売上高は、通常の営業形態として、第４四半期に売上げる物件の割合が多いため、第４四半期会計期間

の売上高と他の四半期会計期間の売上高との間に著しい相違があり、各四半期会計期間の業績に季節的変動があ

ります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年９月30日）

給与及び賞与 401,799千円 369,373千円

賞与引当金繰入額 64,680 91,415

役員賞与引当金繰入額 △12,670 △6,421

製品保証引当金繰入額 90,315 39,598

退職給付費用 25,342 19,231

研究開発費 278,275 346,375
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額は下記のとおりでありま

す。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 3,475,828千円 5,564,293千円

現金及び現金同等物 3,475,828 5,564,293

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,727 2 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 82,730 13 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金

（注）　平成30年６月27日定時株主総会決議おける１株当たり配当額13円には、設立60周年記念配当３円を含んでおり

ます。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成30年７月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条第１項の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議し、平成30年８月１日に453,000千円

（600,000株）を取得しております。

 

（持分法損益等）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を

省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,816,900 1,133,766 5,950,667 － 5,950,667

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 4,816,900 1,133,766 5,950,667 － 5,950,667

セグメント利益又は損失（△） 98,574 △207,652 △109,077 △253,019 △362,096

（注）１.　セグメント利益又は損失（△）の調整額△253,019千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△

253,019千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費

用であります。

２.　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 5,013,579 2,300,104 7,313,684 － 7,313,684

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 5,013,579 2,300,104 7,313,684 － 7,313,684

セグメント利益又は損失（△） △180,216 596,112 415,896 △262,267 153,628

（注）１.　セグメント利益又は損失（△）の調整額△262,267千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△

262,267千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費

用であります。

２.　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
△55円16銭 56円85銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
△351,057 350,479

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
△351,057 350,479

普通株式の期中平均株式数（株） 6,363,910 6,165,310

（注）前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（子会社の取得について）

　平成30年９月25日開催の取締役会において、株式会社コンラックス松本の株式の取得と同社の子会社化を決議

し、平成30年10月１日に株式を取得いたしました。また、株式会社コンラックス松本は株式会社インフォメックス

松本へと商号を変更しております。

（１）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ： 株式会社コンラックス松本（新会社名：株式会社インフォメックス松本）

事業の内容 ： ＧＰＳソーラー式信号機・ＬＥＤ標示機等の製造、販売

②　企業結合を行った主な理由

　当社は、ＩＴＳ（高速道路交通システム）に係わる道路交通に関連した「情報収集」から「情報処理」及

び「情報提供」までを行う情報装置システムの開発、製造、販売を行っております。また、気象観測システ

ム、散光式警光灯等の販売も行っております。

　一方、対象会社である株式会社コンラックス松本は、ＧＰＳソーラー式信号機、ＬＥＤ標示機等の開発設

計、製造、販売を行っております。道路交通システム関連事業は、今後も成長が見込まれ、今回の株式取得

を通じて同社を連結子会社とすることで、当社と同社が有する技術力のシナジー効果が期待できることか

ら、同社株式を取得することとしました。

③　企業結合日

平成30年10月１日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後企業の名称

株式会社インフォメックス松本

⑥　取得した議決権比率

子会社化直前に所有していた議決権比率 0.00％

企業結合日に取得した議決権比率 100.00％

取得後の議決権比率 100.00％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式会社コンラックス松本の全株式を取得したためであります。

（２）株式取得の相手先の名称

株式会社日本コンラックス

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 （現金及び預金） 300,000千円

取得原価  300,000

（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成３０年１１月９日

名古屋電機工業株式会社

 取締役会　御中  

 

 監査法人東海会計社  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 塚　　本　　憲　　司　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　　国　　光　　大　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋電機工

業株式会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第62期事業年度の第２四半期会計期間（平成３０年７

月１日から平成３０年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋電機工業株式会社の平成３０年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は開発活動における一部費用について、従来、製造原価として売上原価

に計上していたが、第１四半期会計期間より販売費及び一般管理費として計上する方法に変更している。

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年９月25日の取締役会において、株式会社コンラックス松本の

株式の取得と同社の子会社化を決議し、平成30年10月１日に株式を取得した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項

　会社の平成30年３月31日をもって終了した前事業年度の第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間に係る遡及適用前

の四半期財務諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されて

いる。前任監査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年11月９日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財

務諸表に対して平成30年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

名古屋電機工業株式会社(E02055)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

